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日本の移民受け入れ問題とその課題 
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現在の日本では、様々な外国人労働者に対しての政策が進められており、安倍政権では、

外国人労働者の受け入れを拡大するという、移民政策とも取れる政策を進めている。賛否両

論がなされる中で、私たちは、この政策を進めることで現日本の人手不足が改善されると思

った。また、さらに受け入れを拡大することがさらなる改善に繋がると考えた。それに伴っ

て、ドイツ、イギリス、アメリカ等の移民政策を元に日本の問題点、改善点が顕著に現れて

きた。日本人の労働場所が外国人労働者によって奪われてしまう可能性が高いこと、日本の

高い治安レベルを保つのが困難であること、文化間の違いから様々な問題が発生してしまう

ことが挙げられる。よって私たちは現状では外国人労働者の受け入れを拡大しても労働力の

改善には繋がらないと結論した。そのため、今後どうすることで問題を解決できるか、シェ

アハウスを利用するなどの展望をたてた。実際に可能なのか、これから研究していきたいと

思う。 

 

１ 背景 

 現在日本では労働力不足という現状がある。

このことにより過労死や長時間労働なども問題

も浮上してきている。その状況を改善するため

にも私たちは日本に移民を受け入れて労働力を

確保することが必要なのではないかと考えた。

安倍総理も移民政策を行うと公言しているが、

日本では移民に対して良いイメージを持ってい

る人が少なく、偏見を持っている人も多いのが

実際のところだ。そこで、日本に来た外国人に

どのような問題が発生しているのか、日本人が

移民にどのようなイメージを抱いているのか調

査を行った。 

 

２ 調査 

図 1：国内に住む外国人の一部（2,788 人）の

うち、外国人であることを理由に就職を断られた

ことがある人の割合 

 

 

 

 

 

4 人に 1 人は「はい」と回答していて、彼ら

にとって就職が大変厳しいということがう

かがえる。また「アルバイトの申し込みをし

たが、全く返事がもらえなかった（ネパール

出身/30 代/女性）」という例もある。 

図 2：2011 年から 2016 年の間に日本で家を探し

た経験のある外国人の一部（2,044 人）のうち、

外国人であることを理由に入居を断られたこと

がある人の割合 
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39.3％と少なくない割合の人が「はい」と回答

している。 

「不動産屋に『日本人の保証人がいないと借り

られない』と言われた（フィリピン出身/40 代/女

性）」、「自分が外国人であると知り急に不動産屋

の態度が冷たくなる（韓国出身/20 代/女性）」な

ど、理不尽な事象も発生している。また、「外国

人お断り」と書かれた物件を見て諦めた人の割合

はこれら全体の 26.8％を占める。日本に移住し

ようとする外国人の方々は、言語・文化の違いの

ほかに仕事や物件を探す上でも苦難を強いられ

ているようだ。 

 

３ 結果と考察 

 各国の移民政策を比較してみると、日本には

大きく分けて 3 つの課題があると考えられる。1

つ目は国内の日本人労働者の働く場所が失われ

る可能性が高いということである。現在、外国

人が就業している業種の半数近くを製造業や小

売業などの第二次・第三次産業が占めていて、

そのような業種で日本人が働く機会が減ること

が懸念される。アメリカでも同様の理由で問題

が起きていた。 

2 つ目は移民受け入れによって国内の治安の

悪化は避けられないということである。2019 年

の世界の主要都市安全性ランキングでは東京が

1 位、大阪が 3 位にランクインしていた。その

中で移民を多く受け入れると、生活様式の違い

から治安の悪化を引き起こしかねないと考えら

れる。 

 3 つ目は文化・宗教的問題によって起こる

様々な問題だ。もともとは賛成派の人が多かっ

た国でも、これらの問題により反対派の人が増

えている。また、外国人に対する偏見も問題に

なると考えられる。現在でも外国人の入居拒否

や施設の利用ができないといった問題が実際に

起きている。 

 これらのことから、私たちは現在の日本がこ

のままの状態で移民の受け入れを進めるのは困

難であると結論付け、この問題に対する解決策

を考えた。1 つ目はシェアハウスを用いて日本

での生活のついて学んでもらう方法である。外

国人と日本人で一定期間住んでもらい、そこで

の生活を通して治安低下を防ぐやり方である。2

つ目は企業での短期間業務である。働く上での

マナーなどを学んでもらい、労働力不足の解消

と就職の問題を同時に解決できると予想した。3

つ目は自治体の協力をもとに外国人への催しを

行っていく方法だ。外国人向けのセミナーの開

催や、その土地の風習やマナーを記載したリー

フレットを配布するなどの取り組みを考えた。 
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